	ワイヤロープ製造業（平成29年４～６月期）


生産活動は、弱含みで推移している。

韓国や中国等の廉価な輸入品の流入によって零細規模の事業者は淘汰されたが、品質はもとより、短納期小ロットの対応等により引き続き存続している企業においても原材料価格水準は高止まりしており、そのコスト上昇分の販売価格への転嫁は不十分なままであるため、収益は厳しい。業界では端末加工を施す等により、付加価値向上に注力している企業も多い。
東京五輪関連の受注が今秋にも動き出すのではないかとの期待が大きく、淘汰も一巡したとの見方も強いことからこれ以上の衰退を危惧する声はなく、多少の波はあるものの、景気動向の大きな変動はないのではないかとする声が多かった。
業界概要
ワイヤロープ（鋼索）とは、数本から数十本の鋼線を何層かに撚りあわせてストランド（子綱）を造り、さらに、何本かのストランドを、芯綱を中心に撚りあわせながら巻いたものである。芯綱には、鋼芯又は繊維芯（油を浸み込ませた天然又は合成の繊維）が使用される。

主要生産工程は、熱処理（鋼線の焼入れ）、伸線、撚り、製綱である。
　業界は、熱処理から製綱まで一貫生産を行う「ＪＩＳメーカー」と、主に撚り線や製綱のみを行う「ＪＩＳ外メーカー」に分かれ、後者は小規模企業が多い。ＪＩＳメーカーは全国に９社あるが、うち大阪府内に本社・工場があるのは６社である。ＪＩＳメーカー、ＪＩＳ外メーカーの大阪府内での立地地域をみると、貝塚市及びその周辺地域となっており、地域内分業生産体制が築かれている。貝塚商工会議所内にある大阪鋼線鋼索連合会には、ＪＩＳメーカー、ＪＩＳ外メーカーに加えて、熱処理、伸線、芯綱の各メーカー、撚り線や製綱の機械メーカー、ロープの端末加工機能をもつ流通業者等、周辺産業の企業が加入している。なお、ＪＩＳメーカーの団体であった日本鋼索工業会は24年３月に解散し、線材製品協会鋼索部会へ再編された。
　製品の用途は、起重機、クレーン搭載トラック、工事用クレーン船、建設工事用タワークレーン、エレベータ、橋梁、送電線、ガードケーブル、落石防護網、漁船、玉掛索（荷役作業や建設工事現場で使用される）等である。また、細物や極細物はステンレス製が多いが、産業機械、自動車、事務機器、医療機器、エクステリア、壁面緑化、手すり等に使用される。このほか、タイヤコード、ソーワイヤ（精密切断用工具）といった例もみられる。以上のように、土木・建設を中心に機械、運搬、船舶等幅広い用途に使用されている。
　そして、それぞれの用途に適したロープ径、撚り方、芯綱、鋼線の素材（ステンレス線等）やメッキの有無があり、製品の種類は多い。
　品揃えのために同業者間でＯＥＭ取引も行われ、ＪＩＳメーカーは主に太物を扱うため、細物はＪＩＳ外メーカーに外注している。
　ワイヤロープ（鋼撚り線を含む）の事業所数並びに出荷数量及び金額をみると、大阪府は事業所数27、出荷数量79,278トン、出荷額234億7,500万円で、対全国比はそれぞれ40.3％、29.3％、32.7％となり、全国第１位の生産地である（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上の事業所、26年）。

生産は減少基調
生産は減少基調で推移している。
主な用途である土木・建設工事関連向けは、公共工事等の減少によりそのウエイトは年々低下しており、線材製品協会鋼索部会の調べによれば28年は17.8％にとどまっている。
一方、機械関連向けでは、建設機械、運搬機械等の生産増加から20年以降堅調に推移し、28年は全体の31.1％を占めるに至った。
業界では32年に開催予定の東京五輪関連受注に大きな期待を寄せているが、今のところその動きはあまりみられない。
輸出は減少傾向　
輸出をみると、現在の輸出比率は12～15％で推移している。韓国、中国等が品質、価格で追い上げる中、日本製品の輸出は長期的に減少傾向をたどっている。

ただし中国向けのエレベータ用ロープは引き続き堅調に推移している。中国の大都市における高層ビルの新設は相変わらず活発であり、その際、品質管理やメンテナンスの観点から日本製ロープが採用されている。近年、韓国勢の追い上げはみられるものの、日本製の信頼は揺らいでいない。
また、アジア太平洋経済協力首脳会議で習近平総書記が提唱した一帯一路構想（中国が主導する、中国と欧州を結ぶ広域経済圏構想）など、海外、特に中国の経済活動に期待している企業も少なくない。
輸入は大幅に減少
主な輸入先は中国、韓国、台湾であり、日本向けに生産するメーカーの多くはＪＩＳ認証を取得している。

輸入は25年、26年と前年比大幅増となったが、27年以降は一転して大幅に減少している。

輸入品は28年で国内市場の26％強を占めており、玉掛索や船舶関連で多く使用されるといわれる。なお、エレベータや起重機のクレーン等では安全性、メンテナンスの関係で、国産品が中心といわれる。
過去には、輸入品は汎用品が多く、国産品とは棲み分けができていたが、輸入品の品質は向上しており、エレベータにおいても荷物専用向けのみならず中層階用においても輸入品の採用が増えている。

収益は厳しい
原材料の鋼線価格はここ数年高止まり傾向にある。その一方で販売価格は下落しており、収益確保に苦慮しているとする声は多い。業界では端末加工を施す等、付加価値向上に注力している。
従業員の採用、定着率が課題
　設備投資は維持・補修が中心である。ただし、主要設備は、熱処理用ガス炉、伸線機といずれも大型であり、これら設備の維持・補修だけでも一定の投資が必要である。また、特殊用途開発に注力する企業では品質の向上を図るべく検査機器を導入するなど、従来の設備投資動向とは異なる動きもみられる。
[image: image1.emf]事業所数
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大阪 27 23,475 79,278

茨城 3 9,185 24,744

兵庫 5 7,910 29,382

栃木 4 1,169 5,304

愛知 3 439 1,688

東京 4 75 287

全国計 67 71,864 270,912

資料:経済産業省『工業統計表(品目編)』

(注)出荷額の多い順。

従業者４人以上。鋼撚り線を含む。

　一方、当業界では従業員の採用と従業員の定着率に課題を抱えている企業が多い。ワイヤロープ製造工程に必要な技術の習得には約10年かかると言われており、現状の定着率では企業そのものの継続性が危惧されるとする声も聞かれる。定着率の維持・向上のために、毎年定期採用を行い従業員の世代間ギャップを作らない工夫をしている企業、用途開拓等に挑戦し常に前向きな課題を課すことによって従業員のモチベーションの維持・向上を図っている企業もみられた。
[image: image2.emf]平成24年　342,436(-10.3) 51,418(-17.1) 96,493 (-0.4)

25　　326,305 (-4.7) 45,561(-11.4)105,825 (9.7)

26　　294,951 (-9.6) 38,417(-15.7)108,727 (2.7)

27　　280,919 (-4.8) 34,532(-10.1) 96,570(-11.2)

28　　277,181 (-1.3) 33,283 (-3.6) 87,223 (-9.7)

資料:経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報』

財務省『貿易月報』

(注)生産は平成25年までは従業者20人以上、26年以降は30人以上の事業所分。

鋼撚り線を含む。

輸出入は、統計品別表の品目コード「7312」。

(   )内は前年比。
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(単位:トン、％)


業界各社の工夫
これまで、廉価な輸入品の流入により、零細企業は淘汰されてきた。海外製品の品質もかなり向上している。そのため各企業では様々な工夫が施されている。これまでの技術を駆使して新分野への進出を試みたり新たな用途開拓を行う企業、短納期小ロットやユーザーの作業のしやすさに対応した製品改良を行う企業等、その取組みは多様である。
今後の見通し

土木・建設工事向けは東京五輪に向け、今秋にも受注の動きがあるのではないかとの期待の声が大きいものの、その他の公共工事は減少傾向にあり当面は弱含み傾向が続くとみられる。また、機械関連でも大幅な受注や販売は期待できないとする声が多く聞かれた。
これまで事業所数、生産において減少の一途を辿ってきた当業界であるが、淘汰は一巡し海外製品との棲み分けもかなり整理されてきたことから、今後については、多少の波はあるものの、景気動向の大きな変動はないのではないか、急激に需要が減退するとも考えられない、という声が多かった。
　　　　　　　　　　（田中　宏昌）
※前回の調査時期は、平成24年10～12月期
表１　ワイヤロープ製造業の概要（平成26年）

表２　全国の生産・輸出・輸入の状況
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